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（１）審議概観

第203回国会において、本委員会に付託

された法律案は、内閣提出２件及び衆議

院提出１件（内閣委員長提出）の合計３

件であり、いずれも可決した。

また、本委員会付託の請願７種類92件

は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

一般職の職員の給与に関する法律等の

一部を改正する法律案は、人事院の国会

及び内閣に対する令和２年10月７日付け

の職員の給与の改定に関する勧告に鑑み、

一般職の国家公務員の期末手当の額の改

定を行おうとするものである。

特別職の職員の給与に関する法律の一

部を改正する法律案は、一般職の国家公

務員の給与改定に伴い、特別職の職員の

給与の額を改定しようとするものである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、コロナ禍における給与改定

の在り方、国の非常勤職員の処遇改善、

国家公務員の働き方改革等について質疑

が行われ、討論の後、順次採決の結果、

一般職給与法等改正案は多数をもって、

特別職給与法改正案は全会一致をもって、

いずれも原案どおり可決された。

特定非営利活動促進法の一部を改正す

る法律案は、特定非営利活動法人の設立

を促進するとともに、事務及び業務の簡

素化及び合理化を図るため、特定非営利

活動法人の認証の申請手続における必要

書類の縦覧期間を短縮し、及び書類の閲

覧又は謄写の際の個人の住所又は居所に

係る記載の部分の除外について定めると

ともに、認定特定非営利活動法人等が所

轄庁に提出する書類の一部を削減する等

の措置を講じようとするものである。

委員会においては、提出者衆議院内閣

委員長より趣旨説明を聴取した後、ＮＰ

Ｏ活動の活性化と透明性の確保等につい

て質疑が行われた後、採決の結果、全会

一致をもって原案どおり可決された。

〔国政調査〕

第202回国会閉会後の10月８日、日本学

術会議の在り方を検討する必要性、新型



コロナウイルス感染症拡大防止策を講じ

た上での神社仏閣への安全安心な参拝、

政府による尖閣諸島の調査を改めて実施

する必要性、平成29年改選時等における

日本学術会議会員の任命プロセスの事実

関係、日本学術会議の推薦どおりに会員

を任命することの経緯、昭和58年の日本

学術会議法改正時における会員任命権と

憲法第15条との関係の議論の有無、日本

学術会議の会員を任命する際の公平性・

透明性を確保する必要性、新型コロナウ

イルス感染症の影響を踏まえたＤＶ防止

対策、新型コロナウイルス感染をめぐる

誹謗中傷を防ぐための政府の取組、新型

コロナウイルス感染症拡大に伴う特定非

営利活動法人に対する事業継続支援、Ｇ

ｏＴｏトラベル事業における災害被災地

への特段の配慮の必要性、新型コロナウ

イルス接触確認アプリの利用促進策、Ｇ

ｏＴｏトラベル事業に係る中小事業者へ

の配慮の必要性、新型コロナウイルス感

染者データの入力負担を軽減するととも

に関係機関による情報共有と活用を図る

必要性、新型コロナウイルス感染症の影

響を踏まえた女性の就業支援等雇用対策

の在り方、日本学術会議会員の任命拒否

について内閣総理大臣が説明する必要性、

新型コロナウイルス感染症の影響下にお

ける女性の雇用及び自殺対策についての

政府の見解、企業の国内回帰支援を始め

とした経済対策についての政府の方針、

日本学術会議が推薦した会員の任命を内

閣総理大臣が拒否する基準、内閣総理大

臣による日本学術会議会員の任命は「形

式的任命」であるとする解釈の変更の有

無、内閣総理大臣による日本学術会議会

員の任命拒否の根拠に、公務員の選定・

罷免を国民固有の権利と定める憲法第15

条を持ち出すことの妥当性等の諸問題に

ついて質疑を行った。

11月12日、一般職の職員の給与につい

ての報告及び勧告等について一宮人事院

総裁から説明を聴取した。

11月17日、行政改革・規制改革を並行

して進めることの意義及び今後の取組方

針、デジタル庁の準備状況及び権限・組

織の在り方、海外から入国する東京オリ

ンピック競技大会・東京パラリンピック

競技大会関係者へのＰＣＲ検査等の対応、

安定的な皇位継承に係る加藤内閣官房長

官の認識、日本学術会議が自ら検討すべ

き課題項目に関する井上大臣の見解、安

全保障上重要な土地の所有に関して実態

把握等を行う有識者会議を設置した小此

木大臣の認識、デジタル化に伴う中小企

業のセキュリティ確保の必要性、テレワー

ク環境における女性の負担を軽減する支

援の必要性、中小企業における男性の育

児休業取得の促進策、脱炭素社会の実現

に向けた施策を充実させる必要性、デジ

タル・ガバメント実現に向けた課題と展

望、児童手当の所得判定基準見直し等の

検討に対する懸念、新型コロナウイルス

感染症の全国的な感染再拡大についての

現状認識並びに今後の見通し及び対策、

日本学術会議会員の任命拒否をめぐる経

緯、東京オリンピック競技大会・東京パ

ラリンピック競技大会の開催の見通し及

び追加費用に関する情報発信の必要性、

子宮頸がんのワクチン接種及び検査の推

奨に関する考え方、企業規模を問わず新

型コロナウイルス感染症対応休業支援金

を非正規労働者に支給する必要性及びそ

の検討状況、就職氷河期世代に対する就

労支援の着実な実行の必要性、新型コロ

ナウイルス感染拡大の第３波に備えた対

策を講じる必要性、日本学術会議の会員

推薦過程における事前調整の内容、日本



学術会議会員の任命を拒否することがで

きるとされる「国民に対し責任を負えな

い場合」の具体的内容、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大を受けた政府の経済対

策の方針、国家公務員の働き方改革に関

する具体的内容及び入省年次等を重視す

る人事配置政策の転換の必要性、少子化

の要因分析及び未婚化・晩婚化への対策、

新型コロナウイルス感染症の拡大と今後

の対応、新型インフルエンザ等対策特別

措置法の問題点と同法改正の必要性、Ｇ

ｏＴｏイート事業の見直し方針等の諸問

題について質疑を行った。

12月１日、新型コロナウイルス感染症

の現状と今後の対応、日本学術会議の在

り方を検討するに当たってのデュアル

ユースの扱い、軍事転用可能技術の特許

出願公開等に係る管理体制強化の必要性、

「桜を見る会」の前日に開催された夕食

会に係る事実と異なるとされる政府の答

弁に対する加藤内閣官房長官の所見、会

員への任命を拒否した理由と速やかな任

命を求める日本学術会議からの要望書に

対する政府の対応、新型コロナウイルス

感染症に対応するための追加の経済対策

のスケジュール、予算規模及び財源の内

容、デジタル庁の構想に係る基本的な考

え方、高収益作物次期作支援交付金の運

用見直しの法的根拠及び見直しに伴う公

正性への懸念、行政改革の観点からの補

助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律の見直しに関する河野大臣の所見、

新型コロナウイルス感染症の拡大防止と

社会経済活動の両立に向けた取組、男女

間格差是正及び男女共同参画社会の実現

に向けた橋本大臣の決意、男性の育児休

業取得促進に向けた取組、病院拠点型の

ワンストップ支援センターの更なる拡大

等の性犯罪・性暴力被害者への支援策、

新型コロナウイルス接触確認アプリの普

及状況・効果及び更なる利用拡大に向け

た広報の必要性、デジタル庁における人

材確保策及びセキュリティ対策、新型イ

ンフルエンザ等対策特別措置法の課題と

同法改正の必要性、新型コロナウイルス

感染症に対応するための追加の経済対策

の必要性、児童手当の所得判定基準見直

し等の検討に対する懸念、新型コロナウ

イルス感染症に対応する医療機関に対す

る減収補填等の支援の必要性、太宰府市

における女性の暴行死事案に係る佐賀県

警察の対応及びこれに対する検証の必要

性、日本学術会議を国の機関から切り離

すことも選択肢に含めた検討を井上大臣

が同会議に要請した事実関係等の諸問題

について質疑を行った。

（２）委員会経過

○令和２年10月８日(木)（第202回国会閉会後

第１回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

日本学術会議の在り方に関する件、日本学術

会議会員の任命に関する件、新型コロナウイ

ルス感染をめぐる誹謗中傷を防ぐための政府

の取組に関する件、新型コロナウイルス接触

確認アプリの利用促進策に関する件、ＧｏＴ

ｏトラベル事業に係る中小事業者への配慮に

関する件、新型コロナウイルス感染症の影響

下における女性の雇用に関する件等について

西村国務大臣、三ッ林内閣府副大臣、田野瀬

文部科学副大臣、高橋文部科学副大臣、赤澤

内閣府副大臣、岩井国土交通副大臣、三原厚

生労働副大臣、 川内閣府大臣政務官、こや

り厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し

質疑を行った。

〔質疑者〕



山谷えり子君（自民）、杉尾秀哉君（立憲）、

岸真紀子君（立憲）、高橋光男君（公明）、

高木かおり君（維新）、矢田わか子君（民

主）、田村智子君（共産）

○令和２年11月12日(木)（第１回）

理事の辞任を許可し、補欠選任を行った。

内閣の重要政策及び警察等に関する調査を行

うことを決定した。

一般職の職員の給与についての報告及び勧告

等に関する件について一宮人事院総裁から説

明を聴いた。

○令和２年11月17日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

行政改革・規制改革及びデジタル化の推進に

関する件、安定的な皇位の継承に関する件、

デジタル化に伴う中小企業のセキュリティ確

保に関する件、脱炭素社会の実現に向けた施

策の充実に関する件、東京オリンピック競技

大会・東京パラリンピック競技大会の開催に

関する件、就職氷河期世代に対する就労支援

の着実な実行に関する件、日本学術会議会員

の任命に関する件、少子化の要因分析及び未

婚化・晩婚化への対策に関する件、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大と今後の対応に関す

る件等について河野国務大臣、平井国務大臣、

橋本国務大臣、西村国務大臣、加藤内閣官房

長官、井上内閣府特命担当大臣、小此木国務

大臣、坂本国務大臣、藤井内閣府副大臣、熊

田総務副大臣、宇都外務副大臣、長坂経済産

業副大臣、こやり厚生労働大臣政務官、近藤

内閣法制局長官及び政府参考人に対し質疑を

行った。

〔質疑者〕

高野光二郎君（自民）、山谷えり子君（自

民）、高木かおり君（維新）、矢田わか子君

（民主）、杉尾秀哉君（立憲）、塩村あやか

君（立憲）、田村智子君（共産）、平木大作

君（公明）、清水貴之君（維新）

○令和２年11月24日(火)（第３回）

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を

改正する法律案（閣法第５号）（衆議院送付）

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改

正する法律案（閣法第６号）（衆議院送付）

以上両案について河野国務大臣から趣旨説明

を聴いた。

○令和２年11月26日(木)（第４回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を

改正する法律案（閣法第５号）（衆議院送付）

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改

正する法律案（閣法第６号）（衆議院送付）

以上両案について河野国務大臣、三ッ林内閣

府副大臣、三原厚生労働副大臣、一宮人事院

総裁及び政府参考人に対し質疑を行い、討論

の後、いずれも可決した。

〔質疑者〕

古賀友一郎君（自民）、木戸口英司君（立

憲）、小沼巧君（立憲）、石川博崇君（公明）、

清水貴之君（維新）、矢田わか子君（民主）、

田村智子君（共産）

（閣法第５号）

賛成会派 自民、立憲、公明、維新、民主

反対会派 共産

（閣法第６号）

賛成会派 自民、立憲、公明、維新、民主、

共産

反対会派 なし

○令和２年12月１日(火)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

新型コロナウイルス感染症の現状と今後の対

応に関する件、日本学術会議会員の任命に関

する件、デジタル庁の構想に係る基本的な考

え方に関する件、女性活躍の推進に向けた取

組に関する件、性犯罪・性暴力被害者への支

援の在り方に関する件、新型コロナウイルス

感染症に対応するための追加の経済対策に関

する件、新型コロナウイルス感染症に対応す

る医療機関に対する支援の在り方に関する件

等について西村国務大臣、井上内閣府特命担

当大臣、加藤内閣官房長官、平井国務大臣、

河野国務大臣、橋本内閣府特命担当大臣、坂

本内閣府特命担当大臣、小此木国家公安委員

会委員長、宇都外務副大臣、三ッ林内閣府副



大臣、三原厚生労働副大臣、佐藤経済産業大

臣政務官、池田農林水産大臣政務官、こやり

厚生労働大臣政務官及び政府参考人に対し質

疑を行った。

〔質疑者〕

山谷えり子君（自民）、木戸口英司君（立

憲）、小沼巧君（立憲）、平木大作君（公明）、

高木かおり君（維新）、矢田わか子君（民

主）、田村智子君（共産）

特定非営利活動促進法の一部を改正する法律

案（衆第４号）（衆議院提出）について提出

者衆議院内閣委員長木原誠二君から趣旨説明

を聴き、衆議院内閣委員長代理岸本周平君及

び坂本内閣府特命担当大臣に対し質疑を行っ

た後、可決した。

〔質疑者〕

田村智子君（共産）

（衆第４号）

賛成会派 自民、立憲、公明、維新、民主、

共産

反対会派 なし

○令和２年12月４日(金)（第６回）

請願第１号外91件を審査した。

内閣の重要政策及び警察等に関する調査の継

続調査要求書を提出することを決定した。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。


